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1 背景

地震大国である日本では過去の地震災害によ

る経験から，大地震に備えて早急に都市防災対

策を進めていくことが重要である．東京都では

全国に先駆けて「東京都震災予防条例」を制定

し，震災予防対策を実施してきた．平成 14 年

に公表された第 5回地域危険度測定調査では地

域に内在する地震に関する危険性を把握するた

めの指標として，火災危険度，建物倒壊危険度，

避難危険度を測定し，この 3つを統合化した総

合危険度及び 3つの組み合わせにより地域の危

険特性を表した危険度特性評価を測定した．し

かし，地域コミュニティのつながりの弱体化や

昼間都民の増加などの社会状況や都市構造の変

化，また阪神・淡路大震災の教訓から脆弱な都

市構造の整備の必要性や行政だけによる災害対

応の限界により市民や事業者の防災行動力向上

が必要不可欠となっている．

2 動機

地域危険度測定調査のうち, 避難危険度の算

出には，

1. １町丁目あたり１避難場所割り当てで固定

されている

2. 避難経路は最短距離を構成する経路が前提

3. 火災や建物倒壊の危険度の低い地域も同じ

ように避難している

4. 一斉避難が前提

5. 経路選択には重心点を利用しており, 実際

の道路データではない

といった問題点も指摘されている．避難地割り

当てにおいては，避難地から遠い町丁目ほどよ

り遠い避難地へ割り当てられるという不都合が

生じ避難危険度が高くなることもある．また避

難経路も最短距離を形成する経路のみを利用す

ることになっており，経路が利用できなくなっ

た場合は考慮されていない事から，避難に関す

る前提条件の見直しも必要であると思われる．

以上のことから本研究では避難危険度に着目す

ることにした．

3 目的

本研究では上記で述べられている避難危険度

の問題点を考慮に入れることにより既存手法と

は異なった，自分たちの視点から考えた避難危

険度を提案し，既存手法では見出せなかった震

災時の避難におけるリスクや利益を見出せるよ

うになることを目的とした．

4 既存研究のレビュー

避難経路における危険性を移動コストとして

考慮に入れた危険性に関する研究として，武末
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の研究 [1]がある.武末の研究では，避難経路に

対する危険量の重み付けや，その危険量が最小

となる避難経路である最小避難コスト経路の算

出，および避難コストの総和の最小化を目的と

した避難場所の割当を行っている．また，第二

近隣の避難場所への割当を加えた複数割当や，

避難場所の容量を考慮し，距離制約を加えた割

当についても同様にシミュレーションを行って

いる．

地震災害時の避難におけるリスクとは，主に

火災に巻き込まれるリスクであると考えること

ができる．火災に巻き込まれるリスクは，

1. 出火の密度

2. 火災の延焼速度

3. 避難経路の長さ

が大きく影響する．地震災害発生時には，阪

神淡路大震災にみられるように都市において複

数の地点で同時に火災が発生し，避難場所まで

の避難経路が通過できない場合も考えられる．

このような状況を確率的手法を用いて考察した

研究として，石井・腰塚の研究 [2]がある．こ

の研究では，延焼領域を避けて避難することが

できる状況をモデル化している．

5 研究の方法

5.1 避難可能確率最大化を目的とした避難経

路の提案

火災に巻き込まれずに避難するためには，避

難ルート上に火災が避難場所までの避難可能確

率を最大化させる避難経路の選択を提案する．

武末の研究では避難コストを最小化していたの

に対して，我々が今回提案する手法は，延焼領

域に巻き込まれる事無く避難場所まで避難でき

る可能性を最大化するものとする．リンク単位

での通過可能確率を求め，最も通過確率の高い

経路を避難経路とする．火災の延焼モデルは石

井・腰塚 [2]の研究に従う．また，算出した避

難可能確率を用いて，避難場所へ避難可能な人

口の最大化を目的とした避難場所割当を行う．

5.2 研究のフロー

5.2.1 算出における前提条件，および計算式

延焼領域の分布の前提条件は，石井・腰塚の

研究 [2]に従う．都市領域内のあらゆる地点か

ら出火する可能性があると仮定して，出火点

の分布を特定せずに密度 ρ で一様にランダム

に出火点が分布しているものとする．延焼動態

に関しては，一般的には風速風向によって変化

し，ほぼ卵形の形状で拡大することが知られて

おり様々な延焼モデルが提案されているが，こ

こでは時刻 T = 0 で出火してから同心円状に

等速度で延焼が拡大するものと仮定する．出

火点が一様にランダムに分布するという仮定

と，延焼が同心円状に拡大するという仮定を

設けることで，どの避難方向におも適用できる

被災距離分布を導出する．人の歩行（避難）速

度は堀内の文献 [4]を参考に，混雑を考慮して

Vw = 2880m/h とした．延焼領域が拡大する

速度 Vf は歩行速度の α 倍 (0 ≤ α ≤ 1) とし

て，Vf = αVw であらわす．αの値は，今回は

独自に，避難経路上の各町丁目の延焼速度の平

均値を求めて利用した．ここで，

o : 出発点

T = 0(避難開始時刻であり出火時刻)

Pt : 時刻 t における避難者の位置

とおく．微小時間 ∆ t移動した地点 P∆ t まで

延焼領域に入らずに移動するためには C∆ t 内

に出火点が無ければ良い．さらに微小時間 ∆ t

移動して P2∆ t まで無事に避難することを考

えると，C2∆ t 内に出火点が無ければ良い．つ

まり，延焼領域に入らずに避難する条件は、連
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続的に T を変化させたときにそれぞれの円 C

内に出火点がひとつも存在し無いという事に

なる．

図 1 延焼領域に入らない場合

図 2 延焼領域に入る場合

図 3 領域 D1

最終的に，避難経路上の避難距離を実際の道

路網を使った避難距離に変換する際には，腰

塚・小林の研究 [3]に従った．この研究の中で

は，道路距離と直線距離の関係について，2地

点間の直線距離を用いると計測や定式化が容易

であるが，実際の道路網を通って移動に要する

距離のほうが長いのは明らかであり，また，与

えられた道路網における 2 地点間の最短距離

(道路距離)と直線距離には，ある種の関係があ

るとして，その関係を示されている．

都市内の道路はその延長がどんなに大きく

なっても直線距離と道路距離の比は増加せず以

下の関係が成り立つ．

R = 1.3u

R : 道路距離 u : 直線距離

避難経路の算出

5.2.2 避難経路ネットワークを作成

5.2.3 各ネットワークリンクへ各種パラメー

タを対応付

5.2.4 ノードからノードまでの最短距離をあ

らゆるものについて算出

ダイクストラ法を用いて任意のノード間の

最短距離リストを作成 (i, j = 1, 2, · · ·n n :

ノード数 )

5.2.5 ノードからノードまでの通過可能確率

をあらゆるものについて算出

算出した最短距離リストを用いて任意のリン

ク Lij について、リンク Lij を通るノード kか

ら避難場所 Sm までの最短距離を求める．

5.2.6 各リンクの通過可能確率を算出

領域 D1 の面積を s1 とおくと、

s1 = {α
√

1− α2+(π−arccosα)2}l2 (l = Vwt)

密度 ρで一様にランダムに分布している点が面

積 S の領域内に x 個含まれる確率 P (x, S) は

ポアソン分布に従うので

P (x, S) =
(ρS)x

x!
e−ρS
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図 4 リンク Lij を通るノード k から避難場

所 Sm までの距離

と表すことができる．よって，面積 s1 に出火

点が１つも無い確率 P (0, s1)は

P (0, s1) = e−ρs1

となる．計算に用いる出火密度 ρ, 延焼速度

V (= αv) は，通過する町丁目の値の平均値を

求めた．

ρ̄ =
∑

Scρc∑
Sc

V̄f =
∑

ScρcVfc∑
Scρc

V̄f = αVw

Sc : 各町丁目面積 ρc : 各町丁目出火密度

Vfc : 各町丁目延焼速度

Vw : 歩行速度 (= 2880m/s)

図 5 各リンク Lij の通過可能確率の計算

リンク Lij の通過可能確率は

pij =
Pkj

Pki

で求めることができる．

5.2.7 広域避難場所までの避難可能性最大

ルートを算出

通過可能確率 pij を各リンクの重みとして，

ノード kから広域避難場所 Smまでの避難可能

確率が最大ルートを求める．

P =
∏

pij → max

ダイクストラ法を用いるため，次のように式を

おく．
q = − log pij

として ∑
qij → min

を実現するルートをダイクストラ法を用いて求

める．

5.2.8 結果の出力

求まった経路と，現行の避難経路の比較を

行う．

避難場所割当

現行の広域避難場所割当は避難経路上のリス

クを考慮せずに行われている．経路上のリスク

及び避難場所容量を考慮した上で，避難可能人

数が最大となるような避難場所割当の最適化を

行う．
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5.2.9 避難可能人口が最大となるように避難

場所を割当

■線形計画計算

パラメータ

Hk : 町丁目 k の人口

CS : 避難場所 S の容量

PkS : k から S への避難可能確率

変数

xiS = 0, 1

目的関数

max
∑∑

HkPkSxiS

制約式
∑

S

xkS = 1

∑

k

HkPkSxkS ≤ CS

5.2.10 結果の出力

6 大田区における分析

木造住宅密集地域が存在し，地震災害の際に

は火災に巻き込まれる危険性が高いと判断さ

れたことから，東京都大田区を対象に，ネット

ワークデータを作成し，シミュレーションを

行った．大田区は，現状の避難場所割当では避

難場所の容量の問題から，遠くの避難場所へ避

難しなければならない地区も存在する．この避

難場所割当を改善することも考慮に入れ，まず

大田区を対象とした．

6.1 分析結果と考察

大田区の中でも，火災危険度，建物倒壊危

険度が比較的高い町丁目が存在し，また，そ

れらの町丁目を通過して避難しなければなら

ない町丁目が多く存在することから”多摩川河

川敷・六郷橋一体”の避難場所を対象にシミュ

レーションを行った結果を示す．

■避難経路

図 6 ある町丁目からの避難経路（現状の最

短経路）

図 7 ある町丁目からの避難経路（提案手法）

上に示した例では，それぞれの図中に赤く塗

りつぶされた火災危険度の高い町丁目を通るか

通らないか，という違いが見られる．現状の最

短経路を通るときの避難可能確率は 0.8417，提

案手法である避難可能確率を最大にする経路を

通ったときは 0.8536 となった．パーセンテー

ジにして 1%強の違いだが，火災危険度の高い

リンクを回避しているのがわかる．
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■避難場所割当

図 8 避難場所への割当（現状の割当）

図 9 避難場所への割当（提案手法による割当）

上に示した例では，濃い赤で塗られている町

丁目が新たに割り当てられた町丁目である．

7 まとめと課題

■まとめ 本研究では，現状の地域危険度調査，

特に避難危険度の抱えてる問題点に着目し，新

たなリスク評価指標の提案，および実際に東京

都大田区のデータを用いてシュミレーションを

行った．

既存研究の調査を行い，既に試みられた提案

手法の比較と，問題点の解決を試みた．

火災・延焼を考慮に入れた避難可能確率を

使った避難経路選択手法と，無事に避難場所ま

で到着できる住民の数の期待値を最大とする避

難場所の割当手法を提案した．

■課題 避難場所割当の際に用いる線形計画法

における制約式には，距離や避難時間の制約な

ど，加える必要がある条件が存在するのではな

いだろうか．これらの制約条件を加えた場合の

シミュレーション結果との比較，考察も必要だ

ろう．
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